
袖ケ浦市

～市民の力、地域の力を活かしたまちづくり～

袖ケ浦市

　地域コミュニティの活性化と協働のまちづくりを推進す
るための基本的なルールとなる「袖ケ浦市みんなが輝く協働
のまちづくり条例」を平成29年10月1日に施行しました。

　　
　　市民

のみなさんが主役です！

　　　
　みんなで進

める！協働のまちづくり

みんなが輝く
協働のまちづくり条例



　“地域コミュニティの活性化”と“地域コミュニティと市の協働”を進め、みんなで役割を分担して地域の様々な課
題の解決に取り組むことで、活力に満ちた共に支え合う“住みやすいまち”をつくります。

第１条袖ケ浦市の目指すまちづくり
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１ 市民のみなさんと作りあげたルール（条例）です！

市民・地域コミュニティ・市の“みんな”で共有
◇ 目指すまちの姿
◇ まちづくりの基本理念（基本となるあり方や考え方）
◇ 市民・地域コミュニティの役割、市の責務

◇ 協働のまちづくりを進める前提になる仕組み
◇ 地域コミュニティの活性化と協働を推進する仕組み
◇ 条例の実効性を確保する仕組み

２ 協働のまちづくりの基本となる部分を“みんな”で共有します！

３ 協働のまちづくりを進める基本的な仕組みを定めています！

条例の特徴は？

　市民のみなさんと条例づくりを進めるため、「協働のまちづくり推進条例市民検討会議」を設置し、約
一年間の検討を重ねた後、平成29年6月に条例に盛り込む項目や内容について提言がありました。また、
この検討期間中には、市民のみなさんの意見を広く伺うため、フォーラム、意見交換会、パブリックコ
メント（意見公募）手続等を実施しました。
　この条例は、市民検討会議の提言を基にして、市民のみなさんの意見を反映しながら作りあげたもの
です。　

※ 協働のまちづくり推進条例市民検討会議… 自治会・各種団体・NPO等に所属している方、まちづく
り活動を実践している方、市民公募の方、学識経験者の20名で構成

　私たちのまち袖ケ浦市には、それぞれの地域ごとに特色があり、課題になっていることも異なります。この
ため、まちづくりのテーマは多様であり、地域の中だけでは、あるいは市の力だけでは解決できない課題が生
じています。

例えば…�大地震など災害への備え、地域の防犯、高齢者の生活支援、子育てへの不安、登下校時の安全・
子どもの居場所づくり、里山など自然環境の保全、ポイ捨てごみ・不法投棄、地域のつながりの
希薄化、地域コミュニティの担い手不足、伝統文化の継承…など

≪みんなで知恵を出し合って、みんなでまちづくり≫
　それぞれの地域の優れている点や抱えている課題について、最も把握しているのは、そこに住み生活してい
る市民のみなさんです。そして、「自分の住む地域をもっと良くしたい！」という想いは、きっと同じです。
　この条例は、そうした市民のみなさんや地域コミュニティによる“まちづくり”を促進し、地域の中でお互
いに連携して、また、市との協働によりまちづくりを進めていくため制定したものです。

※ まちづくり… ………… 地域の様々な課題や問題を解決して、より住みやすい地域社会をつくること。　
※ 地域コミュニティ… … 地域でまちづくりを行う地縁団体・市民活動団体・事業者
※ 協働 …………………… �地域コミュニティと市が、まちづくりの共通の目的に向かって、お互いの自主性と

主体性を尊重しながら役割を分担し、連携・協力すること。

どうして条例が必要になったの？

　協働のまちづくりを進め、袖ケ浦市の目指すまちを実現するためには、市民・地域コミュニティ・市でまちづく
りの基本となるあり方や考え方を共有しておくことが大切です。

◇ 市民の地域コミュニティへの参加の促進
　 市民のみなさんが地域コミュニティに参加しやすい環境をつくります。

◇ 地域コミュニティの連携の促進
　 地域コミュニティは、それぞれの持ち味を活かして、お互いに連携してまちづくりに取り組みます。

◇ 地域コミュニティと市の協働の推進
　 地域コミュニティと市は、お互いの特性や立場を尊重して適切に役割を分担し、協働のまちづくりを進めます。

市民の地域コミュニティへ
の参加の促進

地域コミュニティの
連携の促進

地域コミュニティと市の
協働の推進

●�私たちの地域にはどんな活
動や団体があるの？

●�地域の情報をもっと知りたい！
他の団体と交流したい！

●�地域コミュニティの発想や
能力を活用したい！

●自分の特技を活かしたい！

●�地域の活動に興味があるん
だけど！？

●�活動の参加者をもっと増や
したい！

●�みんなで協力すれば、もっと
良くできるのに…

●�地域ごとに細やかなサー
ビスの提供は難しい…

●�多様化する市民ニーズに
対応するには限界が…

協働のまちづくり

地域コミュニティの
活動が活発に！

地域の中だけ、市の力だけでは
できないことでも協働すれば…

地域コミュニティと
市の協働

地域の様々な
課題の解決地域コミュニティの

活性化

第3条まちづくりの基本理念

もっと
住みやすい
まちに

＜みんなで役割を分担＞
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第3条まちづくりの基本理念

第4条市民の役割

① 市民の地域コミュニティへの参加の促進
② 地域コミュニティの連携の促進
③ 地域コミュニティと市の協働の推進

市民（市内に住んでいる人、市内に通勤・通学している人）
市民のみなさんが、まちづくりの担い手です。
地域のことに関心を持ち、地域コミュニティに積極的に
参加して、まちづくりに関わるようにしましょう。

情報の共有等／第９条
市政の情報を分かりやすく提供し、地域コミュニティの活
動などの情報を積極的に発信することで、市民・地域コミュ
ニティ・市が協働のまちづくりに必要な情報を共有します。

計画等策定への参画／第10条
市の基本的なまちづくりの構想・計画などの策定に市民が
参画し、市民の意見や地域の特性を反映した計画づくりを
することで、まちづくりへの市民の参加や地域コミュニティ
と市の協働を進めます。

担い手づくり／第11条
まちづくりに関する学習・体験の機会などをつ
くることで、地域コミュニティの担い手となる
人材の育成に取り組みます。

拠点づくり／第12条
市民相互の交流、地域コミュニティの活動・連
携などを促進するため、必要な施設の整備や場
の提供に取り組みます。

協働のまちづくりの提案等／第14条
地域コミュニティと市が、 お互いに協働で実
施する事業を提案できるように、提案制度の
整備と機会の充実に取り組みます。

地域まちづくり協議会／第15条
地域まちづくり協議会は、地域におけるまち
づくりを推進するため、地域住民と地縁団体
が自主的に設立するものです。そこに、地域で
活動する多様な地域コミュニティが参加する
ことで、 地域コミュニティの情報交換・ 連携
の場となります。市は、協議会の運営や活動な
どを支援します。

協働のまちづくり推進計画／第16条
第９条から第15条までの仕組みを具体的に展開
するため、その取組内容や実施手順などを示し
た推進計画を策定します。

協働のまちづくり推進委員会／第17条
市民・地域コミュニティ・学識経験者による推
進委員会を設置し、条例の見直しや推進計画の
策定などにあたり審議します。

推進本部／第18条
市長をトップとする市の推進本部を設置し、各
施策分野を横断して協働のまちづくりを総合
的・計画的に推進します。

地域の様々な課題の解決に取
り組み、もっと“住みやすいま
ち”をつくります。

『協働のまちづくり』の
進め方

みんなが輝く

補助金の交付等による支援／第13条
地域コミュニティが行うまちづくりの活動に対
して、市は補助金を交付するなど必要な支援を
行います。

協働のまちづくりの前提になる仕組み 地域コミュニティの活性化と協働を推進する仕組み 条例の実効性を確保する仕組み

第5条〜第7条地域コミュニティの役割

地縁団体（自治会、子ども会、
ＰＴＡ、 民生委員、 青少年相
談員、消防団など）
地域の情報・課題を把握して、地域
の特性を活かしたまちづくりに取り
組みます。また、地域における住民
相互の交流・連携の促進に努めます。

市民活動団体（ＮＰＯ・ ボラン
ティア団体、サークルなど）
活動分野の知識・専門性を活かして、
まちづくりに取り組みます。また、活
動内容のＰＲや参加の機会をつくるこ
とで、より多くの市民が関心を持ち参
加できるように努めます。

事業者（農業・ 商工
業の事業者など）
地域社会との連携を深め、
事業活動の特性・ 専門性
を活かして、 地域の活性
化やまちづくりに貢献す
るように努めます。

第8条市の役割
市の執行機関（市長、教育委員会、選挙管理委員会、
監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、
消防長）
◇市全体のまちづくりの構想や計画をつくり、総合的・計画的
に施策を進めます。
◇地域コミュニティの活性化を促進し、地域コミュニティによ
るまちづくりを支援します。
◇協働のまちづくりを進めるための環境を整えます。
◇市職員の協働のまちづくりに関する理解や知識を向上します。

①参加

②連携

③協働

自治会 NPO・
ボランティア団体

子ども会、
PTAなど

サークルなど

制度
ボランティア 事業者

地縁団体 市民活動団体

地域コミュニティの活性化 協働の推進

地域
コミュニティ

市　民 市

地域コミュニティは、それぞれの持ち味を活かし、お互いに連携してまちづくりに取り
組みましょう。

参加・連携・協働を
進めます！

第9条〜第18条地域コミュニティの活性化と協働を推進する仕組み
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住みやすいまちをつくることを目的とする。
（定義）

第 2 条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。

（1）　市民　市内に居住する者（以下「住民」という。）又は市
内に通勤し、若しくは通学する者をいう。

（2）　地縁団体　自治会、子ども会、ＰＴＡその他地縁によ
り形成された住民を主体とする団体をいう。

（3）　市民活動団体　ＮＰＯ、ボランティア団体その他地縁
に捉われることなく共通の関心又は分野により形成され
た市内で活動する団体をいう。

（4）　事業者　市内において事業活動を行う者をいう。
（5）　地域コミュニティ　地域における地縁団体、市民活動

団体及び事業者をいう。
（6）　市　市長その他の市の執行機関をいう。
（7）　協働　地域コミュニティ及び市が共通の目的を達成す

るために、それぞれの果たすべき役割及び責任を自覚し
た上で、相互の自主性及び主体性を尊重しながら協力し、
又は連携することをいう。

（8）　まちづくり　地域課題の解決を図り、より住みやすい
地域社会を形成することをいう。

（基本理念）
第 3 条　市民、地域コミュニティ及び市は、次に掲げる基本

理念に基づき、協働によるまちづくりを推進するものとす
る。

（1）　市民の地域コミュニティへの参加の促進　地域コミュ
ニティ及び市は、市民が地域コミュニティに参加しやす
い環境をつくること。

（2）　地域コミュニティの連携の促進 　地域コミュニティ
は、それぞれの持ち味を活かし、相互に連携すること。

（3）　地域コミュニティと市の協働の推進 　地域コミュニ
ティ及び市は、互いの特性及び立場を尊重し、適切な役
割分担の下で協働すること。

（市民の役割）
第 4 条　市民は、地域コミュニティに自主的かつ主体的に参

加し、まちづくりに関わるよう努めるものとする。
2　市民は、自らがまちづくりの担い手であることを認識し、

まちづくりへの理解を深め、意識の向上に努めるものとす
る。

（地縁団体の役割）
第 5 条　地縁団体は、自らの地域における情報を収集し、課

題を把握するとともに、他の地域コミュニティと連携し、
又は市と協働して、地域の特性を活かしたまちづくりに取
り組むよう努めるものとする。

2　地縁団体は、自らの地域における住民相互の交流及び連
携を促進するよう努めるものとする。

（市民活動団体の役割）
第 6 条　市民活動団体は、その活動する分野における知識、

専門性等を活かし、他の地域コミュニティと連携し、又は
市と協働して、まちづくりに取り組むよう努めるものとす
る。

2　市民活動団体は、市民に対し、その活動への参加の機会
を提供するとともに、広報活動等を通じて、その活動内容
が理解されるよう努めるものとする。

（事業者の役割）
第 7 条　事業者は、地域社会との連携を深めるとともに、そ

の事業活動の特性、専門性等を活かし、地域の活性化及び
まちづくりに寄与するよう努めるものとする。

（市の責務）
第 8 条　市は、本市のまちづくりに関する基本的な構想及び

計画を示し、総合的かつ計画的に各種の施策を推進するも
のとする。

2　市は、地域における情報を収集し、地域コミュニティの
活性化に資する施策を推進するとともに、 地域コミュニ
ティによるまちづくりを支援するものとする。

3　市は、協働によるまちづくりを円滑に推進するための環
境の整備に努めるとともに、協働に当たっては、第 3 条の
基本理念を踏まえ適切に役割及び責任を分担するものとす
る。

4　市は、市の職員に対し、協働によるまちづくりに関する
理解を促進し、知識及び技能を習得させるものとする。

（情報の共有等）
第 9 条　市は、市政及びまちづくりに関する情報を分かりや

すく市民及び地域コミュニティに提供することにより、情
報の共有に努めるものとする。

2　地域コミュニティは、その活動内容に関する情報を広く
発信することにより、情報の共有に努めるものとする。

3　市は、前項に規定する地域コミュニティが行う情報の発
信を支援するよう努めるものとする。

（計画等策定への参画）
第 10 条　市は、第 8 条第 1 項の基本的な構想及び計画を策

定するときは、その過程において市民が参画する機会を設
けるものとする。

（担い手づくり）
第 11 条　地域コミュニティ及び市は、まちづくりに関する学

習、体験等の機会を市民に提供し、地域コミュニティの担
い手となる人材の育成に努めるものとする。

（拠点づくり）
第 12 条　地域コミュニティ及び市は、市民相互の交流並び

に地域コミュニティの活動及び連携等を行うための施設を
整備し、又は場を提供するよう努めるものとする。

（補助金の交付等による支援）
第 13 条　市は、地域コミュニティによるまちづくり及び前

条の規定による施設の整備又は場の提供に対し、補助金の
交付その他の支援措置を適切に行うよう努めるものとす
る。

（協働のまちづくりに関する提案等）
第 14 条　地域コミュニティ及び市は、協働によるまちづく

りに関する提案を相互に行うことができるものとする。
2　市は、前項に規定する提案を行うために必要な制度を整

備し、提案の機会を充実させるよう努めるものとする。
（地域まちづくり協議会）

第 15 条　住民及び地縁団体は、自らの地域におけるまちづ
くりを推進するための組織（以下この条において「地域まち
づくり協議会」という。）を設立することができる。

2　地域まちづくり協議会は、当該地域の市民及び地域コミュ
ニティにより組織するものとする。

3　市は、地域まちづくり協議会の設立、運営及び活動に対し、
必要な支援を行うよう努めるものとする。

（協働のまちづくり推進計画）
第 16 条　市は、この条例の実効性を確保するため、協働に

よるまちづくりを総合的かつ計画的に推進する計画（以下
この条及び次条において「推進計画」という。）を策定するも
のとする。

2　市は、推進計画の実施状況等について定期的に評価を行
い、その結果を公表するものとする。

（協働のまちづくり推進委員会）
第 17 条　協働によるまちづくりの推進に関し必要な事項を

調査審議するため、 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）
第 138 条の4 第 3 項の規定に基づき、袖ケ浦市協働のまち
づくり推進委員会（以下この条において「委員会」という。）
を置く。

2　委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について
調査審議するものとする。

（1）　この条例の見直しに関すること。
（2）　推進計画に関すること。
（3）　その他市長が必要と認める事項

3　委員会は、前項に規定するもののほか、協働によるまち
づくりの推進に関し、市長に意見を述べ、又は提言をする
ことができる。

4　委員会は、委員 15 人以内で組織し、次に掲げる者のうち
から市長が委嘱する。

（1）　公募による市民
（2）　地域コミュニティに属する者
（3）　学識経験のある者
（4）　その他市長が必要と認める者

5　委員の任期は2 年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の
委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（推進本部）
第 18 条　市長は、協働によるまちづくりに関する施策を総

合的かつ計画的に推進するため、関係部局の長からなる推
進本部を設置する。

（委任）
第 19 条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に

関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則
（施行期日）

1　この条例は、平成 29 年 10 月 1 日から施行する。

袖ケ浦市みんなが輝く協働のまちづくり条例

【前文】
私たちのまち袖ケ浦の名は、古事記に記された弟橘

媛の伝説に由来し、それぞれの時代に、この地で暮ら
した人々の歴史や文化が息づいており、今日まで私た
ちに受け継がれてきました。

袖ケ浦市は、かつて養殖海苔を主とした漁業が盛ん
に行われていましたが、昭和 40 年代に始まった東京
湾の埋立てを転機に、海岸線は国内有数の工業地帯に
変貌し、多くの人々が全国から移り住みました。また、
内陸部に優良な田園地帯が広がり、豊かな緑と自然に
あふれ、これからも東京湾アクアラインなど交通の要
衝として、更なる発展が期待されています。

社会は、時代とともに常に変化しています。私たち
の暮らしは物質的に豊かになりましたが、個々の価値
観の多様化や少子高齢化が進むにつれて、地域におけ
る人と人とのつながりが薄れ、私たち市民のニーズは
一層複雑に、そして多様になりました。

私たちのまちづくりの在り方も、こうした変化に対
応していくことが求められます。

地域社会が様々な課題を抱える中で、誰もが住みや
すいまちをつくるためには、私たちみんなが知恵を出
し合い、積極的にまちづくりに参加し、連携していく
必要があります。そして、市民、地域コミュニティと
市がまちづくりの目標に向けて協働していくことで、
袖ケ浦市の持ち味を活かした、私たちの想いに沿った
まちづくりが進められると考えます。

私たちは、 まちづくりを自らの手で進めることに
よって、子どもからお年寄りまでいきいきと輝き、ふ
れあい、支え合う住みやすいまちをつくるため、この
条例を制定します。

（目的）
第 1 条　この条例は、本市における協働によるまちづくり

の推進に関する基本理念及び基本となる事項を定めると
ともに、まちづくりの主体となるものの役割及び責務を
明らかにすることにより、地域コミュニティの活性化及
び協働の推進を図り、もって活力に満ちた共に支え合う
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協働を進める主な取組を紹介します 〜まちづくりに参加しよう！〜

市民のみなさん一人一人が「まちづくりの担い手」です。
知恵を出し合い、協力することで“みんなが輝く協働のまちづくり”

を進めていきましょう!

◇ それぞれの取組の詳細については、市ホーム
ページをご覧ください。

◇ 市では、この他にも今後、条例に定めてい
る基本的な仕組みを具体化する取組を進め
ていきます。

市の情報を知りたい！

地域の活動に参加したい！

市と協働で事業を実施したい！

市の計画づくりなどに参画したい！

自治会について知りたい！

広報紙、市ホームページ、市政情報室等で市の施策
や取組をお知らせしているほか、市ホームページに

「市政の見える化特設サイト」を掲載しています。
もっと知りたい方は、まちづくり講座の受講や出
前講座などをご利用ください。

審議会等委員の市民公募、パブリックコメント（意
見聴取）手続、意見交換会・説明会、市民アンケー
ト等の制度があります。これらの制度を実施する際
には、 広報紙や市ホームページなどでお知らせし
ます。

市民活動情報サイト「ガウラ・ナビ」では、市内で
活動する地域コミュニティの団体情報、活動情報、
会員募集情報等を掲載しています。また、本サイト
への登録団体を募集中です。

（http://www.sodekyodo.net/）

自治会の役割や活動などを市ホームページで紹介
しています。また、引っ越しをされた際などに、地
域の自治会について知りたい場合は、市役所まで
お問い合わせください。自治会に積極的に加入しま
しょう！

市民活動団体、自治会等の団体から、地域が抱え
ている身近な課題の解決に向けて、市との協働事
業を募集しています。団体の特性や柔軟な発想を活
かした企画と、適切な役割分担の下に力を合わせ
て解決に取り組みます。【協働事業提案制度】

まちづくり講座（ステップアップ講座） 花の植栽活動（広域農道・フラワーライン） 地域のお祭り（長浦地区合同祭礼）


